
地震・津波等災害防災対策の充実強化に関する 

重点提言 
 

地震・津波等災害防災対策の充実強化を図るため、国は、次の事項について積極的

な措置を講じられたい。 

 

１．地震・津波対策の充実強化について 

（１）東海地震、東南海・南海地震及び日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震の被害想

定の見直しと連動地震による被害想定の策定を早急に行うとともに、東南海・南

海地震防災対策推進地域など著しい地震災害が生じる恐れのある地域について、

地震防災対策強化地域として指定すること。また、地震予知・津波観測ネットワ

ークの早急な整備、基幹的広域防災拠点の早期整備など、大規模地震防災対策を

強化すること。 

（２）東日本大震災の被害実態を調査・分析し、津波浸水予測を含む地震・津波被害

想定を根本的に改め、早急に防災基本計画及び防災指針等の見直しを行うととも

に、具体的かつ総合的な地震防災対策・減災対策を早期に講じること。また、地

域防災計画の見直しについて、支援・財政措置を講じること。 

（３）地震防災対策特別措置法に基づく地震防災緊急事業五か年計画の見直しを行う

とともに、計画事業に係る財政上の特別措置の範囲の拡大と補助率の嵩上げ等財

政支援措置の充実・拡充を図ること。 

（４）新たな活断層について、国の責任において、活動周期、規模及び長さ等を早期

に調査すること。 

（５）電気・ガス・上下水道、道路、橋梁、鉄道、港湾、通信等のライフライン施設

の耐震化、防災機能の高度化を推進するとともに、早期の復旧を図るための資器

材の備蓄・調達対策を確立すること。 

（６）市役所等災害対策本部や支援の拠点施設・避難施設となる公用・公共施設の耐

震化等の防災機能強化や避難所、避難路、津波避難ビル等避難施設の整備を推進

するとともに、財政措置を拡充すること。また、民間事業所、マンション等の避

難場所への改修等に対して、支援・財政措置を講じること。 

（７）民間施設、住宅家屋等の耐震診断及び耐震改修を促進するため、財政措置を拡

充すること。 

（８）災害に強い海上輸送ネットワークの構築と地域防災力の構築を図るため、湾岸



防波堤等の整備や耐震強化岸壁の整備、海岸保全施設並びに臨港道路の耐震化等

防災機能の高度化を推進するとともに、財政措置を拡充すること。 

（９）広域的な災害時における緊急物資の備蓄や受け入れ・搬送、被災者の輸送等を

担う防災拠点の整備、機能強化、迅速な搬送体制の確立を図るとともに、国民生

活や経済活動に影響を及ぼすことのないよう供給体制を見直すこと。また、国と

して広域的な緊急物資の備蓄を行うこと。 

（10）地震による災害想定を見直した上で、緊急物資の備蓄計画の指針等を示すとと

もに、避難所等への緊急物資の備蓄及び発電機等の資機材の整備のための財政措

置の充実強化を図ること。また、物資や人材、災害用衛星携帯電話等のデータベ

ース化を行うこと。 

（11）災害が複数県にわたり多数の避難者が生じた場合は、国において具体的な避難

方針、計画を定める等、適切な措置を講じるとともに、避難者受入自治体の負担

軽減を図ること。 

（12）災害時においては、病院、福祉施設、ごみ処理施設等のライフラインを優先的

に復旧させるとともに、医療材料及び燃料等を優先的に確保すること。 

（13）災害時においては水道施設応急復旧用資器材の調達が困難となり、早期の復旧

が図れないことから、当該資器材の調達が円滑に行えるよう備蓄対策等の制度の

確立を図ること。 

（14）液状化の発生メカニズムの解析と液状化対策の調査研究を進めるとともに、液

状化防止対策、被災住宅・公共施設の復旧等に対する支援・財政措置を講じるこ

と。 

（15）津波対策としての地盤嵩上げ事業について補助対象とすること。 

（16）津波対策として、携帯電話を活用した早期避難を促すため、緊急地震速報と同

様のシステムを関係機関との連携により開発整備すること。また、ＧＰＳ沖合波

浪計を用いた「津波防災支援システム」を確立するとともに、沿岸自治体が設置

する津波観測計をネットワーク化し、自治体間で活用できるよう財政支援措置を

講じること。 

 

２．防災対策の充実強化について 

（１）首都直下型地震や東海・東南海・南海地震等の大規模災害や頻発する豪雨災害

に備え防災対策の充実・強化を図るために、地方の意見を十分反映させた災害対

策法制の見直しを行うこと。 



（２）災害対策基本法は、市役所機能の喪失や域外避難など広域的な大規模災害に十

分対応していないことから、こうした事態も想定し、国、都道府県、市町村の役

割分担を踏まえた多重的かつ具体的な防災体制が構築されるよう改正すること。 

（３）災害対策全般に関する情報を市町村へ速やかに伝達するシステムを整備すると

ともに、防災行政無線のデジタル化や衛星携帯電話など情報伝達システムについ

て、整備の推進、機能の向上、財政措置の拡充を図ること。 

（４）災害対策への全国的な財政需要の増加に鑑み、十分な財源を確保するとともに、

災害対策事業及び災害復旧事業に要する経費について、十分かつ適切な財政措置

を講じること。また、総合治水対策について、財政措置を拡充すること。 

（５）一般家庭における防災対策の促進及び自主防災組織の育成等に対する財政措置

を講じること。 

（６）クラウドコンピューティングの推進等による自治体情報保管の確実性を高める

ための重層的な安全システムの構築に対する支援策を講じること。 

（７）今回の大震災の経験を踏まえ、防災関係施設及び孤立化することが想定される

地域への衛星携帯電話の設置及び防災関係施設への非常用電源の設置について

財政措置を講じること。 

（８）ハザードマップの作成や被災者の生活再建を支援するためのシステムの導入等

の災害対策のためのソフト事業について、適切な支援措置を講じること。 

 

３．支援対策等の充実強化について 

（１）現行の災害救助法は、都道府県が国の法定受託事務として救助を行うこととな

っており、基礎自治体間の相互協力、連携については、全く想定されておらず、

垂直的な救助にとどまっているなど、大規模災害や広域的災害に即応できるもの

となっていない。従って、地方自治体が迅速かつ柔軟に即応できる制度とすると

ともに、地方自治体間の水平的、自主的な支援に対する国の費用負担を明文化す

るなど抜本的に見直すこと。 

（２）被災自治体と支援自治体が、迅速に実態に即した活動ができるよう全国的な物

的・人的支援の仕組みの構築を推進するとともに、被災者や被災自治体のみなら

ず物的・人的支援を行う自治体、避難者を受け入れる自治体に対する財政措置制

度を設けること。 

（３）災害や災害復旧に関する重要な決定事項・情報については、自治体へ速やかに

提供するとともに、国民が混乱することのないよう情報提供のあり方を検討する



こと。 

（４）被災者、避難者が社会保障、雇用を含む総合的な行政サービスを享受すること

ができるよう、国において適切な措置を講じること。 

（５）災害援護資金貸付金の償還について、東日本大震災以外の災害についても、借

受人の無資力等でやむを得ない場合を免除対象に加えるなど、実情に即した償還

免除要件の拡大を図るとともに、償還期限の再延長を図るなど、必要な支援措置

を講じること。 

（６）被災者生活支援法について、被害実態を踏まえて支給対象を拡大する等、制度

の拡充を図るとこと。 

 

４．台風、豪雨等による風水害からの早急な復旧等について 

（１）高速道路、幹線道路等の社会基盤を早急に復旧・整備するとともに、土砂ダム

の決壊防止等の二次災害防止策を講じること。また、被災者の生活支援や災害応

急対策について支援を行うとともに、災害復旧に要する経費については、泥土、

流木等の処理等も含め、特別交付税等により十分な財政支援を行うこと。 

（２）激甚災害の早期指定を行うとともに、被災者生活再建支援法の早期適用を行う

こと。 

 

５．火山災害対策として、関係機関における調査・研究の推進及び支援を行うととも

に、火山ハザードマップの作成・公表を踏まえ、中央防災会議決定の「富士山火山

広域防災対策基本方針」等による広域的かつ重点的な火山防災対策を推進すること。

また、東海地震と同様に、富士山噴火においても火山情報に応じた高速道路活用の

防災体制を整備すること。 

 

６．消防・救急体制の充実強化について 

（１）消防救急無線のデジタル化に必要な財政措置を拡充するとともに、高速道路等

の長大トンネルに設けられた消防救急無線設備のデジタル化を道路管理者等が

行うよう必要な措置を講じること。また、デジタル化の推進に当たっては、地域

の実情や消防本部の規模を踏まえて対応すること。 

（２）消防施設、車両、資機材及び通信機器等の整備による常備消防・非常備消防の

機能強化、消防広域化に対する財政措置を拡充すること。 


